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1. 序論：大崎市における歴史的転換点としての本市長選挙の意義 

任期満了に伴い告示された宮城県大崎市長選挙は、同市の今後の数十年の方向性を決定づける極めて

重要な政治的結節点となっている。本選挙においては、いずれも無所属の新顔 4 名が立候補を届け出る

という、現職が不在の完全に開かれた選挙戦となった。立候補者は、元大崎市議会議員の鹿野良太氏

（48）、農業従事者の高島健一氏（67）、元大崎市議会議員の藤本勘寿氏（32）、そして元宮城県議会議

長の中島源陽氏（63）である。 

この 4 名が立候補したという事実は、単なる世代交代や権力闘争にとどまらず、大崎市が抱える構造的

課題に対して全く異なるアプローチを提示する「4 つの未来のシナリオ」が有権者に提示されたことを意味

している。30 代から 60 代まで幅広い年齢層が揃い、県政のトップリーダー経験者、地域密着型の市議

会議員、さらには現場の一次産業従事者が入り乱れる構図は、地方自治体が直面する多様な危機（人口

減少、経済停滞、インフラ老朽化、農業の衰退）に対する特効薬がいまだ見つかっていないことの裏返し

でもある。本報告書は、これら 4 名の候補者の経歴および提示される政策を深掘りし、それぞれの政策が

当選後に大崎市の地域社会、経済、および行政機構にどのような第二・第三の波及効果をもたらすかを、

客観的かつ多角的な視座から包括的に分析するものである。 

2. 大崎市を取り巻く社会経済的文脈と構造的課題 

各候補の政策と経歴の妥当性を評価するためには、まず大崎市が現在直面している客観的な社会経済

的状況を俯瞰し、その構造的課題の深層を理解する必要がある。大崎市は 2006 年（平成 18 年）に、古

川市、松山町、三本木町、鹿島台町、岩出山町、鳴子町、田尻町の 1 市 6 町が広域合併して誕生した、宮

城県北部における最大の中核都市である。しかし、合併から長年が経過した現在も、規模の経済を追求

したことによる弊害と、地方都市特有のマクロトレンドが複雑に絡み合っている。 

2.1 複合自治体のジレンマと旧市町間のインフラ格差 

大崎市は、東北新幹線の停車駅であり商業・行政のハブである旧古川市を中心としつつ、広大な農地や

山間部を抱える旧 6 町がそれを取り囲むという「ドーナツ型」の地政学的構造を有している。合併当初に

掲げられた「一体感の醸成」という目標とは裏腹に、資源の集中する中心部と、過疎化が進行する周辺部

との間の行政サービスやインフラ整備の格差は依然として深刻である。特に、道路網の維持管理、上下水

道の更新、および公共交通機関（コミュニティバス等）の路線維持は、広大な市域を持つ大崎市にとって

莫大な財政的負担となっており、限られた予算をどの地域にどのように傾斜配分するかが、常に議会にお

ける最大の争点となっている。 



2.2 人口減少・超高齢社会の到来と限界集落化の危機 

大崎市の人口は減少の一途を辿っており、生産年齢人口の流出と高齢化が顕著である。若年層が大学

進学や就職を機に仙台市や首都圏へ流出し、そのまま帰郷しない「頭脳流出」と「労働力不足」が地域経

済の基盤を蝕んでいる。特に周辺部の旧町エリア（鳴子地区や田尻地区など）では、高齢化率が極めて高

く、集落の機能維持や地域コミュニティの存続が危ぶまれる「限界集落化」の兆候が顕在化している。人

口減少はダイレクトに市税収入の減少を招き、同時に高齢化は社会保障費（医療・介護費）の増大を引き

起こすため、財政の硬直化という地方自治体における典型的な「負の螺旋」が生じている。 

2.3 世界農業遺産「大崎耕土」の持続可能性と農業経済の構造的疲弊 

大崎市は「ササニシキ」や「ひとめぼれ」の誕生地として知られる日本有数の米どころであり、同地域の伝

統的な水管理システムを含む農業システムは、「大崎耕土」として国連食糧農業機関（FAO）の世界農業

遺産（GIAHS）に認定されている。このブランド力は同市の強力なアイデンティティである一方で、実際の

農業現場は深刻な危機に瀕している。農業従事者の平均年齢は 70 歳を超え、後継者不足により耕作放

棄地が年々増加している。さらに、近年の気候変動による収量・品質の低下、国際情勢に起因する肥料や

飼料、燃料などの資材価格の高騰が農家の経営を直撃しており、補助金に依存しない自立した農業経営

モデルの構築が急務となっている。 

2.4 鳴子温泉郷をはじめとする観光産業の再構築とインバウンド戦略 

旧鳴子町エリアに広がる鳴子温泉郷は、東北有数の温泉地としての歴史的ブランドを持つが、団体客を

中心とした昭和型の観光モデルからの脱却が遅れ、宿泊施設の老朽化、後継者難による廃業が相次いで

いる。観光産業の再生には、単なるプロモーションの強化にとどまらず、施設の高付加価値化、周辺の自

然環境や食と連動した広域観光ルートの形成、さらにはデジタル技術を活用した個人客およびインバウン

ド（訪日外国人）層の戦略的獲得が求められている。 

2.5 地域医療ネットワークの維持と広域連携の必要性 

高齢化の進展に伴い、医療提供体制の維持は市民の生命に直結する課題である。大崎市民病院をはじ

めとする地域の中核医療機関は、医師や看護師の慢性的な不足に悩まされており、近隣自治体や大学病

院との連携、あるいは病床の機能分化・再編が避けられない状況にある。また、交通弱者となった高齢者

がいかにして医療機関へアクセスするかという「移動の足」の確保も、医療政策と一体不可分な課題とし

て首長の重い責任に帰結する。 

3. 立候補者の経歴および政治的プロファイルの深層分析 

本選挙に立候補した 4 名は、年齢層（30 代、40 代、60 代）、職業的背景（県政トップ、市議会、一次産

業現場）において明確なコントラストを見せている。それぞれの経歴が形成する政治的リソースとイデオロ

ギーの基盤を分析することは、彼らが市長に就任した際にどのような意思決定メカニズムを採用するかを

予測する上で不可欠である。 



3.1 中島源陽氏（63 歳・元宮城県議会議長）の経歴と政治的資源 

中島源陽氏は、宮城県議会議員として長年にわたり大崎選挙区の県政を牽引してきたベテラン政治家で

あり、第 62 代宮城県議会議長という要職を務めた経験を持つ。この経歴は、単なる一地方議員の枠を

超え、宮城県知事や県庁の各部局、さらには国政（特に与党中枢や霞が関の官僚機構）との間に極めて

強固で太いパイプを有していることを意味する。 

県議会議長経験者というバックグラウンドは、高度な政治的調整能力と、国・県からの大型補助金や大規

模公共事業を地元に誘致する「トップダウン型」の政策実現能力に長けていることを示唆している。彼の

支持基盤は、保守層を中心に、各種業界団体（建設業協会、商工会議所、農協等の上層部）からの組織

的な支援を主体とする。彼の政治的アイデンティティは「広域連携」「インフラ整備による経済浮揚」「国・県

との協調体制による安定感」に集約される。中島氏の行政手腕は、既存の政治的枠組みの中で最大の利

益を大崎市に誘導するという伝統的な保守政治の王道を行くものである。 

3.2 鹿野良太氏（48 歳・元大崎市議会議員）の経歴と政治的資源 

鹿野良太氏は、48 歳という実務経験と体力のバランスが最も取れた「働き盛り」の世代に属する元大崎

市議会議員である。市議としての活動を通じて、大崎市の内政（一般会計予算の編成プロセス、小中学

校の教育環境整備、福祉政策のディティール、老朽化するインフラのミクロな維持管理）に極めて精通して

いる。 

県政や国政といったマクロな視点からのアプローチを得意とする中島氏に対し、鹿野氏は市民の日常生

活に直結する「ボトムアップ型」の課題解決に最大の強みを持つ。自身が子育て世代に近いことから、教

育環境の充実、子育て世帯への経済的支援策の拡充、共働き世帯の負担軽減など、現役世代の市外流

出を防ぎ、定住を促進するための現実的かつきめ細やかな生活密着型政策を志向する。支持基盤として

は、特定の業界団体への依存度が相対的に低く、無党派層の現役世代や、市議時代に培った地域コミュ

ニティからの草の根の支持、および市政の現状に漸進的な改善を求める中間層が見込まれる。 

3.3 藤本勘寿氏（32 歳・元大崎市議会議員）の経歴と政治的資源 

藤本勘寿氏は、32 歳という全国の首長選挙においても特筆すべき若さを持つ元大崎市議会議員である。

この圧倒的な若さは、既存の政治的しがらみや過去の成功体験にとらわれない「急進的改革派」としての

明確なポジショニングを可能にする。彼はデジタルネイティブ世代の筆頭であり、新しい価値観やテクノロ

ジーの社会実装、スタートアップ文化に対する理解が最も深い候補であると推測される。 

藤本氏の最大の武器は「世代交代の象徴」と「現状打破のエネルギー」である。彼が提示するビジョンは、

旧態依然とした紙文化やハンコ文化に依存する行政手法の抜本的な刷新（DX の強力な推進、オープン

データの活用、行政手続きのスマート化）や、若者の視点に立った起業支援、新しい働き方（テレワーク、

都市部からの移住促進）の提案など、大崎市の OS（オペレーティング・システム）そのものを次世代型へ

とアップデートする内容となる。支持基盤は、若年層、無党派層、そして長年の保守市政に停滞感や閉塞

感を感じている有権者であるが、最大の障壁は、若年層の低い投票率をいかに引き上げ、強固な組織票

に対抗するかという点にある。 



3.4 高島健一氏（67 歳・農業従事者）の経歴と政治的資源 

唯一の非議員出身者であり、現役の農業従事者である高島健一氏は、大崎市の基幹産業の最前線で泥

に塗れて生きてきた人物である。彼の経歴は、既存の政治システムや机上の空論を弄する行政の枠組み

に対する「現場からのアンチテーゼ」として機能する。 

高島氏の政策の核心は、一次産業の徹底的な保護と育成、そして農村コミュニティの再生に直結してい

る。GIAHS（世界農業遺産）のブランド化を通じた農家の直接的な所得向上、農地保全、鳥獣被害対策、

オーガニック農業の推進、そして食料安全保障の観点からの地産地消の推進など、極めて具体的かつ現

場主義的な政策を掲げる。彼の支持基盤は、既存の農協（JA）のトップダウン的な方針に飽き足りない一

般の農家や、周辺の農村部の住民、環境保全に関心の高い層である。政治的スローガンよりも、日々の

天候と作柄に向き合う実直な姿勢が、特に旧町部の高齢有権者の共感を呼ぶ可能性を秘めている。 

4. 各候補が掲げる政策の比較分析とアプローチの差異 

本セクションでは、各候補の経歴および一般的な政治的文脈に基づく政策アプローチの比較を行う。大崎

市が抱える多岐にわたる課題に対し、4 名のアプローチは驚くほど対照的である。以下の表は、各氏の主

要な政策課題に対するスタンスと想定される行政的アプローチを整理したものである。 

表 1：立候補者 4 名の政策アプローチ比較マトリックス 

政策分野 / 候補

者 

鹿野良太氏（48・

元市議） 

高島健一氏（67・

農業） 

藤本勘寿氏（32・

元市議） 

中島源陽氏（63・

元県議長） 

都市戦略・経済基

盤 

中小企業支援、商

店街活性化、地域

通貨等を通じたロ

ーカル経済の地域

内循環 

大崎耕土の高付加

価値化、第六次産

業化、農商工連携

による内発的・自立

的発展 

DX 推進、スタート

アップ誘致、スマー

トシティ化による第

4 次産業革命の波

の取り込み 

広域交通網を活か

した企業誘致と国・

県連携によるトップ

ダウン型経済成長 

社会福祉・医療体

制 

子育て支援策の拡

充、待機児童対策、

教育投資による現

役世代の流出防止 

高齢者が生涯現役

でいられる農的コミ

ュニティの維持、交

通弱者対策（足の

確保） 

デジタルヘルスケア

の導入、予防医療

へのデータ活用、若

年層への投資強化 

県立・市立病院の

広域連携強化、ハ

ード面での大規模

な医療インフラ整備 

行政改革・財政運

営 

予 算 編 成 の 透 明

化、市民参加型行

政の推進、生活密

着型予算へのシフ

ト 

農村部・一次産業

への予算配分の見

直し、現場主義に

基づく行政サービ

スの再編 

行政手続きの完全

オンライン化、デー

タ 駆 動 型 行 政

（EBPM）による徹

底的な効率化 

国・県からの大型

財源獲得、地域波

及効果の高い大規

模事業への選択と

集中 



地域間格差への対

応 

各旧市町の歴史や

特性に応じた地域

自治組織の権限強

化とコミュニティ支

援 

農村・中山間地域

の自然環境維持、

限界集落への直接

的なマンパワー支

援 

テレワーク拠点の整

備、過疎地へのドロ

ーン・AI 導入によ

る課題解決（テクノ

ロジーによる補完） 

幹線道路網やバイ

パス整備による市

域全体の広域アク

セスの向上 

リーダーシップの形

態 

対話型・バランス型

（市民主体の意見

集約と現実的なス

テップアップ） 

草の根型・現場主

導型（特定の信念と

現場の切実な声に

基づく単一課題突

破型） 

変革型・イノベーシ

ョン型（しがらみの

ないトップダウンに

よるパラダイムシフ

ト） 

調整型・実行型（議

会や関係機関との

高度なネゴシエー

ションによる合意形

成） 

 

4.1 経済・産業振興策における視座とベクトル 

中島氏のアプローチは、マクロ経済学的な「波及効果（トリクルダウン）」を前提としている。県議会議長と

しての経験から、宮城県全体の中での大崎市の位置づけを重視し、三陸自動車道や東北自動車道など

の広域交通網を活かした工業団地への企業誘致を目指す。これは、外から大きな資本を呼び込み、経済

のパイそのものを拡大することで市民生活を向上させるという、伝統的な保守路線の延長線上にある成

長戦略である。 

これに対し、鹿野氏はより「ミクロ経済と地域内循環」に焦点を当てる。外部からの資本投下に依存するの

ではなく、地元の中小企業や商店街に対する直接的な支援、市内での消費を喚起するプレミアム商品券

の発行や地域通貨の導入などを通じて、地域内で経済が回る仕組み（ローカルエコノミーの構築）を重視

する。これは、人口減少下においても一人当たりの豊かさを維持するための防衛的な経済政策と言える。 

藤本氏の戦略は、ハードウェアの整備ではなく「ソフトウェアと知の集積」に向かっている。リモートワーク

の普及を背景に、首都圏からの IT 企業やフリーランスの移住・定住を促進し、空き家や廃校をサテライト

オフィスやコワーキングスペースとして再生させる。これは、大崎市を次世代型の知識集約型都市へと変

貌させようとする試みである。 

高島氏は、徹底して「農地と自然」を基軸に据える。大崎耕土のポテンシャルを最大限に引き出し、環境保

全型農業の推進や農産物の直接販売ルートの開拓など、外部の経済ショックに強い持続可能で自立的な

地域経済のモデルを提示する。 

4.2 人口減少対策に対するアプローチの違い 

鹿野氏は、「選ばれる街」になるための直接的な子育て支援（給食費の無償化、医療費助成の拡大、保育

士の待遇改善など）を最優先課題とする。これは、近隣自治体（例えば、仙台市のベッドタウンとして人口

が増加傾向にある富谷市など）との人口獲得競争において優位に立ち、パイの奪い合いに勝利するため

の極めて実務的な戦略である。 

一方、藤本氏は、若年層が地元に残る理由そのものを創出する「カルチャーの醸成」に注力する。若者が

大崎市で働くことに魅力を感じるような起業支援、多様なライフスタイルの容認、デジタルエコシステムの

構築など、定住の前提となる「都市のブランド力」の根本的な再定義に挑む。 

中島氏と高島氏は、高齢化という現実を不可逆的なものとして受け入れた上で、中島氏は「高齢者が安



心して暮らせるハード面の整備（病院の統合、バリアフリー化）」を、高島氏は「高齢者が生涯現役で働き

続けられる農的コミュニティの維持（ソフト面の繋がり）」をそれぞれ強調する。 

4.3 主要 4 課題（人口減少・超高齢化・インフラ老朽化・気候変動と一次産業）

に関するスタンスの比較 

ご要望の特定の 4 課題について、各候補の主張や経歴から想定されるアプローチを表形式で整理する。 

課題 
鹿野良太氏（48・

元市議） 

高島健一氏（67・

農業） 

藤本勘寿氏（32・

元市議） 

中島源陽氏（63・

元県議長） 

人口減少 

「大崎市政をよりよ

い方向に変革」する

と訴え、子育て支援

や教育投資など、

現役世代の定住を

促進する生活密着

型アプローチ。 

「活気ある大崎を作

っていきたい」と掲

げ、一次産業のブラ

ンド化による農村部

での雇用創出と定

住促進アプローチ。 

DX 推進やスタート

アップ誘致、テレワ

ーク環境の整備に

より、都市部からの

若者移住を促す文

化創出型アプロー

チ。 

「人を育てる大崎

市」を重点公約に

掲げ、広域連携や

企業誘致による雇

用創出で人口流出

に歯止めをかけるト

ップダウン型アプロ

ーチ。 

超高齢化 

コミュニティ支援や

生活密着型の予算

編成を通じ、高齢

者が住み慣れた地

域で安心して暮ら

せる環境づくり。 

高齢者が生涯現役

で役割を持てる農

的コミュニティの維

持と、地方の交通

弱者のための移動

手段確保。 

デジタルヘルスケア

の導入や予防医療

へのデータ活用な

ど、テクノロジーに

よる健康寿命の延

伸と医療費抑制。 

県立・市立病院の

広域連携や、高齢

者が安心して暮ら

せるバリアフリー化

など、ハード面を重

視した医療インフラ

整備。 

インフラの老朽化 

市民の日常生活に

直結する生活道路

や上下水道など、ミ

クロなインフラの優

先的な補修と維持

管理。 

世界農業遺産「大

崎耕土」を支える水

利施設や、農村部・

中山間地域の自然

インフラの保全に予

算を優先配分。 

ドローンや AI を活

用したインフラ点検

の効率化など、デー

タ駆動型行政によ

るスマートなインフ

ラ管理。 

国や県との強固な

パイプを活用し、広

域交通網や大規模

な公共施設の計画

的な更新・再整備

を主導する。 

気候変動による一

次産業 

地産地消の推進や

地域内での経済循

環を構築し、外部の

気候ショックに強い

体制を作る。 

「農業所得の向上

がいの一番」と訴

え、環境保全型農

業やオーガニック

化による持続可能

アグリテックの導入

を支援し、気候変

動リスクをデータで

予測・回避する次

世 代 型 農 業 の 推

進。 

大規模な農業基盤

整備や、県レベルで

の広域的な販路拡

大を通じた農業競

争力の強化。 



な農業モデルの構

築を目指す。 

 

 

5. 政策がもたらす第二・第三の波及効果（シナリオ分析） 

選挙結果は、単に「誰が市長の座に就くか」という表面的な結果にとどまらず、大崎市の今後の都市構造、

政治力学、および地域経済に対して深く、連鎖的な波及効果をもたらす。本セクションでは、各候補の政

策やリーダーシップスタイルが引き起こすであろう「隠れた因果関係」と「中長期的な影響」について、シナ

リオ別に分析する。 

5.1 トップダウン型インフラ投資の経済的帰結（中島氏のケース） 

中島氏が得意とする、国・県と連携した大規模インフラ投資や広域道路網の整備が進んだ場合のシナリオ

である。 

第一の直接的な効果として、建設業を中心とした地元経済に短期的な特需が生まれ、雇用が創出される。

また、新たな幹線道路の整備により交通の結節点としての機能が高まり、大規模な物流センターや製造業

の誘致が成功すれば、固定資産税や法人市民税などの税収増が見込まれる。 

しかし、ここから第二の波及効果（意図せざる結果）が生じる。広域交通網の利便性向上は、大崎市への

アクセスを良くする一方で、同時に大崎市民がより購買力の高い仙台市の中心部や、近隣の大型ショッ

ピングモールへと容易に流出する「ストロー現象」を加速させる。結果として、古川駅前などの従来の中心

市街地の商業的衰退を決定づけることになりかねない。 

さらに第三の波及効果として「財政の硬直化」が懸念される。新たに整備されたインフラ（道路、橋梁、大型

ハコモノ施設）は、将来的に莫大な維持管理・更新費用（ライフサイクルコスト）を市財政に要求する。人口

減少によって将来の税収増が頭打ちになる中での過剰なインフラ投資は、10〜20 年後の大崎市の財政

を極度に圧迫し、将来世代に対する教育や福祉への予算配分を制限する「負の遺産」となるリスクを内包

している。 

5.2 現役世代への資源集中と局所的経済循環（鹿野氏のケース） 

鹿野氏が提唱する子育て世帯への徹底した支援策や、生活密着型の予算配分が実行された場合のシナ

リオである。 

第一の波及効果として、給食費の無償化や医療費助成の拡大は、現役世代の可処分所得を直接的に押

し上げる。これにより、大崎市が子育てしやすい街としての評価を高めれば、周辺自治体からの人口流入、

あるいは流出の抑制という明確な成果をもたらす。 

しかし、第二の波及効果として「近隣自治体との福祉チキンレース」が勃発する。大崎市が極端に優遇さ



れた福祉政策を打ち出せば、隣接する栗原市や登米市、さらには黒川郡の自治体も同様の政策を強いら

れることになり、地域全体で限られたパイ（人口）を奪い合うだけの消耗戦に陥る。結果として、各自治体

の一般財源が福祉施策に食いつぶされ、本来必要な成長投資（産業育成や防災対策）への予算が枯渇

するという事態を招く。 

第三の波及効果として、世代間の分断が顕在化する可能性がある。子育て世代への予算を拡充するため

には、必然的に高齢者向けの施策（例えば、敬老祝い金の廃止やコミュニティバスの有料化、高齢者福祉

施設の予算削減）を見直さざるを得ない。これが、高齢化率の高い旧町部や高齢者層の強い反発を招き、

議会運営における深刻な対立構造を生み出すリスクがある。 

5.3 急進的デジタル化と若者主導型改革の摩擦（藤本氏のケース） 

藤本氏の掲げる急進的な DX 化、スマートシティ構想、およびデータ駆動型行政（EBPM：証拠に基づく

政策立案）が推進された場合のシナリオである。 

第一の波及効果として、市役所の窓口業務の大半がオンライン化され、ペーパーレス化や AI の導入によ

って行政のランニングコストが大幅に削減される。手続きの迅速化は、若年層やビジネスパーソンにとって

の利便性を飛躍的に向上させ、市役所の組織風土そのものが近代化される。 

しかし、第二の波及効果として「デジタル・ディバイド（情報格差）の顕在化」という深刻な問題が立ちはだ

かる。高齢化率が高い大崎市の周辺地域において、スマートフォンや PC を扱えない高齢者が行政サー

ビスから事実上取り残される事態が発生する。テクノロジーによる効率化の追求が、逆説的に「情報弱者

である高齢者の社会的孤立」を深める結果を招く。また、急激な変革は、旧来のやり方に固執する市役所

内部の官僚組織や保守的な市議会議員との間に強烈なハレーション（摩擦）を生み、市政が一時的に停

滞するリスクが高い。 

第三の波及効果として、このデジタル・ディバイドを解決するための新たな民間活力が生まれる可能性も

ある。行政の DX をサポートする民間企業や NPO（例えば、高齢者向けスマートデバイス教室の運営や、

デジタル手続きの代行サービス、あるいはそれらを補助する地域ボランティアのネットワークなど）が新た

なローカルビジネスとして立ち上がり、結果的に地域社会に新たな雇用やコミュニティの紐帯を生み出す

という好循環へと昇華される可能性も秘めている。 

5.4 農業特化型政策のパラドックスと農村回帰（高島氏のケース） 

高島氏の掲げる徹底した現場主義的農業政策が採用された場合のシナリオである。 

第一の波及効果として、「大崎耕土」のブランド力が行政の強力な後押しによって一層強化され、環境保

全型農業に取り組む農家の直接的な所得向上に繋がる。オーガニック給食の導入などにより地産地消が

進み、農業の六次産業化が推進されることで、大崎市の農産物が全国的な認知を獲得し、プレミアム価格

での取引が可能になる。 

しかし、第二の波及効果として「産業構造の偏重と若者のミスマッチ」というパラドックスが生じる。市の資

源（予算、人員、首長のトップセールス）が一次産業に過度に集中することで、IT、サービス業、製造業など

の三次産業や新規産業への投資が相対的に縮小する。現代の大崎市出身の若者の多くは非農業部門で

の就労を希望しており、市内に希望する職種（ホワイトカラーやクリエイティブ職）の受け皿が育たないた

めに、結果的に若年層の市外流出（特に仙台や東京への頭脳流出）がさらに加速してしまうというジレン

マに陥る。 



第三の波及効果として、長期的には大崎市が「超特化型の農業・環境モデル都市」として独自の生存ルー

トを確立する可能性がある。グローバルな食料危機やサプライチェーンの寸断が危惧される現代において、

高い食料自給率と強固な農村コミュニティを持つ自治体は、国家的な危機に対して極めて高いレジリエン

ス（回復力）を発揮する。経済成長という指標では測れない、真の持続可能性を持った「スローシティ」とし

ての地位を確立できるかもしれない。 

6. 大崎市長選挙における地理的・社会学的力学の分析 

大崎市の選挙において決して無視できないのが、旧 1 市 6 町という複雑な地理的・歴史的背景と、それに

紐づく有権者の帰属意識である。選挙戦の勝敗は、候補者の政策の優劣だけでなく、どの地域で、どの世

代の、どのような組織票を固めるかという生々しい政治力学によって決定される。 

6.1 中心部（旧古川市）対 周辺部（旧 6 町）の地政学的な投票行動 

大崎市の全人口のうち、過半数は中心部である旧古川市エリアに集中している。したがって、選挙戦を勝

ち抜くための絶対条件は古川地区での得票を最大化することである。鹿野氏や藤本氏といった市議出身

者は、都市化が進み、新興住宅地も存在するこのエリアでの活動実績が長く、地盤が厚いと推測される。

彼らは、都市インフラの更新、渋滞対策、子育て世代へのサービス拡充を訴えることで、このエリアに多く

居住する現役世代や浮動票を刈り取る戦略に出る。 

一方、周辺部（松山、三本木、鹿島台、岩出山、鳴子、田尻）は、高齢化と過疎化の最前線であり、農業や

観光業への依存度が高い。この地域では、農業政策の重要性を訴える高島氏や、長年の県議活動を通じ

て県北全域の隅々にまでネットワークと後援会組織を持つ中島氏への期待が高まりやすい。特に、旧町部

では「合併によって自分たちの地域が切り捨てられた」「古川ばかりが発展している」という疎外感とルサ

ンチマンが根強く残っており、この不満をいかに汲み取り、周辺部への利益配分を約束できるかが、周辺

部の票を固める鍵となる。 

6.2 世代間闘争と有権者のデモグラフィック構造 

32 歳の藤本氏と、60 代の中島氏・高島氏の対決は、日本の地方都市が抱える「世代間闘争

（Generational Conflict）」の完全な縮図である。地方自治体の選挙においては、高齢者が圧倒的な

人口ボリュームを占め、かつ若年層に比べて投票率が著しく高いため、「シルバー民主主義（Silver 

Democracy）」が機能しやすい構造にある。したがって、医療、介護、年金補完的な福祉政策など、高齢

者に配慮した政策を掲げ、地域の老人会や自治会と強固な関係を築く候補（この場合は中島氏など）が圧

倒的に有利になるのが一般的なセオリーである。 

しかし、もし藤本氏のような極めて若い候補が、SNS を駆使した空中戦によって若年層の投票率を劇的

に引き上げ、同時に現状に危機感を抱く中年層の一部（鹿野氏の支持層とも重なる層）を取り込むことに

成功すれば、それは大崎市のみならず、東北地方全体の地方政治に対する強力なメッセージ（若返りのド

ミノ現象）を引き起こす発火点となる。 



6.3 組織票の分散と「マイノリティ・メジャー」の誕生 

現職が不在で、有力な新人 4 名が乱立した本選挙における最大の特徴は、従来であれば一枚岩となって

現職や有力候補を支援したであろう「保守層の票」および「各種団体の組織票」が見事に分散することで

ある。中島氏（元県議長）と鹿野氏（元市議）、さらには藤本氏（元市議）の 3 名はいずれも保守・中道層の

票を奪い合う関係にある。 

この組織票の分散により、選挙戦は極めてわずかな票差で勝敗が決する大接戦となる。各陣営は支持基

盤の引き締めを図るため、地域の各種団体に対してより強力なコミットメントを約束せざるを得なくなる。

そして最も重要なのは、誰が当選したとしても、有効投票総数の過半数（あるいはそれに近い圧倒的な支

持）を得ていない「マイノリティ・メジャー（相対的少数による多数派）」の首長が誕生する可能性が高いと

いうことだ。これは、当選後の市議会との関係において、市長が自らの政策を推進するために、他候補を

支持した会派との妥協や連立を強いられることを意味し、強力なリーダーシップの発揮を困難にする要因

となり得る。 

7. 総括および大崎市の未来に向けた戦略的結論 

2026 年（あるいは今後の任期満了に伴う）大崎市長選挙は、単に 4 名の候補者の中から優れた管理者

を選ぶというルーティンワークにとどまらない。それは、人口減少、超高齢化、インフラの老朽化、気候変動

による一次産業への打撃という、日本の地方都市を襲う不可逆的なメガトレンドの中で、大崎市がどのよ

うな「生存戦略（サバイバル・ストラテジー）」を選択するかを決定する、市民による壮大な意思表示の場で

ある。 

中島源陽氏への投票は、既存の政治的枠組みの中で最大限のリソースを活用し、力強いマクロ経済政策

と広域連携によって都市の骨格を維持・拡大しようとする「防御的拡張戦略」への支持を意味する。 

鹿野良太氏への投票は、市民の日常生活に最も近い市議会での経験を活かし、限られた予算を現役世

代へ重点配分することで人口流出の防波堤を築き、漸進的かつ着実に市の内部構造を改善していく「実

務的安定戦略」への支持である。 

藤本勘寿氏への投票は、これまでの延長線上にある行政手法の限界を認め、デジタル技術や新たな価値

観によって市のシステム全体を根底から作り直し、次世代への投資に全振りする「破壊的イノベーション

戦略」への賭けである。 

高島健一氏への投票は、地方都市の原点である「農」と「コミュニティ」に回帰し、グローバル経済の荒波

に翻弄されない、大崎耕土に根差した自立し循環する地域社会を再構築する「ローカリズム・内発的発展

戦略」への共鳴である。 

大崎市民は現在、全く異なる 4 つの未来のベクトルを前にしている。どのシナリオが選択されるにせよ、当

選した新市長に課せられる最大の使命は、激戦によって分断された支持基盤を再び統合することである。

自らに投じられなかった「反対票」や「死票」に込められた市民の真のニーズ（例えば、藤本氏を支持した

若者の焦燥感、高島氏を支持した農家の危機感、鹿野氏を支持した子育て世代の不安、中島氏を支持し

た経済界の停滞感）を、自らの市政の枠組みに柔軟に包摂していく高度な政治的寛容性と包摂力が求め

られる。大崎市の次なる 20 年の命運は、この選挙における市民の選択と、その後に構築される新たな統

治の枠組みに完全に委ねられている。 

 


